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１沿革

＜ＥＣＥ標準産業連関表（ＳｔａＭｚＭｊｚｅｄ〃Jput-OutputTb6JesQ／ＥＣＥＣｏｕ"tries）＞

は，＜欧州統計家会議＞の決定した作業プログラムにのっとって，ＥＣＥ事務局が中心とな

ってとりまとめた，ＥＣＥ諸国の統一的な各国役人産出表である。

これまでに，以下の４つの標準表が公表されており，それらはデータ収集の方式の相違に

より２つの段階に区分することができる。

Ｉ）

1959年付近ＥＣＥ標準産業連関表---1972年公表
２）

1965年付近ＥＣＥ標準産業連関表---1977年公表
３ノ

1970年付近ＥＣＥ標準産業連関表---1982年公表
４）

1975年付近ＥＣＥ標準産業連関表----1982年公表

１
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第１段階

第２段階

第１段階の「1959年付近表」と「1960年付近表」とについては，ECE事務局が各国につ

いての資料を収集して作成したが，第２段階の「1970年付近表」および「1975年付近表」の

作成にあたっては，ECE事務局とＯＥＣＤとか共同して作成した質問調査票に，各国の中

央統計局が産業連関表データを記入する，という方式が採用された。＜市場経済＞諸国に対

する調査票を準備したのがOECDであり，ECE事務局はく中央計画経済＞諸国に対する

調査票を担当した。これら２系統の調査票が準備されたのは，＜市場経済＞諸国ではく国民
５）

勘定体系（S/ＶＡ；Systemｑ／Mztjo"αノAccou,zts)＞，＜中央計画経済＞諸国ではく物
６）

的生産物バランス体系（ＭＢＳ；Ｓ)ﾉstemq／ＭｚｔｅｒｍｌＰ｢oductBaZα"ces)＞が国民経済

計算体系の基本となっているからである。こうした国民経済計算体系の相違に由来する部分

以外，２系統の質問調査票の形式はほとんど同一であった。

「1959年付近標準表」，「1965年付近標準表」，「1970年付近標準表」，「1975年付近標

準表」について，参加諸国と産業連関表の対象年次とを一覧表に要約したのが，表１で

ある。

御覧のように，参加国はのべ25ケ国にのぼり，「1970年付近表」には18ケ国，「1975年付近

表」には19ケ国が参加している。「1970年付近表」と「1975年付近表」とを合わせてみると

OECD主要国日本，西ドイツ，イギリス，フランス，イタリア

東欧社会主義国チェコスロバキア，ハンガリー，ポーランド，ユーゴスラビア

北欧諸国デンマーク，フィンランド，ノルウェー，スウェーデン
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その他，オーストリア，ベルギー，カナダ，ギリシャ，アイルランド，オランダ，ポルトガ

ル，トルコが参加している。

第２段階の「1970年付近表」と「1975年付近表」とについては，表１に掲げられたＥＣＥ

標準表参加諸国のほとんどの中央統計局が，質問調査票のフォーマットにしたがって産業連

関表データをECE事務局に送付し，それらの国についてはこの送付データをもとに各国標

準表が作成された。しかし，スペインなどについては，ECE事務局が既刊の文献から作成

し，当該国に承認を求めるという方式によって，標準表は作成された。
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２諸特性

ECE標準産業連関表に一貫する最大の特徴が，経済体制の相違にとらわれずに多くの国

が参加している点にあること，そして，そこでは国連の新ＳＮＡを基準にしながらも，国民

経済体系の差異を考慮しつつ，この差異を調整し各国経済の相互比較を可能ならしめる努力

が積み重ねられていることは周知のところである。

ここでは，主として第２段階の「1970年付近標準表」と「1975年付近標準表」とに焦点を

定めて，その一般的な諸特性をまず確認しておきたい。ただし，以下で記すのはあくまで国

連基準を推奨する立場にあるECE事務局の求める標準的な諸特性であり，後述のように各

国産業連関表をこの基準に厳密に合わせる作業は行なわれていないことにあらかじめ注意を

喚起しておきたい。「1975年付近標準表」について各国別に諸特性の概要をまとめた表(表２）

を読者の便宜のために掲げておくので，この表を参照しながら以下の記述を読み進んで頂き

たい。

２．１類型（ＳＮＡ／ＭＰＳ；商品／産業）

ECE諸国では，既述のようにSM4方式とＭ汎S方式の両者が国民勘定として用いられ

ており，この相違は各国産業連関表の表章形式にも反映されている。周知のようにSIVA方

式とMES方式との間の主要な差異は，「非物的」サービスの取扱いにある。すなわち，S

lVA方式では，「非物的」サービスの投入，産出，付加価値形成が，粗国内生産物の循環の

不可決の構成部門として産業連関表の各象限に位置づけられるのに対して，Ｍ囲S方式では

「非物的」サービスは付加価値形成に参加しない。したがって，ＳｌＶＡ準拠産業連関表と

MFS準拠産業連関表との相互比較を可能ならしめるには

（ｉ）MPS方式をとる諸国に対して，非物的サービスの投入・産出データを追加しても

らい，MPS方式産業連関表をSlVA方式産業連関表に拡張する；
●●

（ii）ＳＩＶA方式の産業連関表の非物的サービス部分を除外して，MES方式に概略合わ

せる

という２つの方法のいずれかによって，ＳIVA表とＭ田S表とを調整する必要がある。ＥＣＥ

標準産業連関表では一貫して，（i）の方法（ＭＥＳ→SAIA）が困難であることを理由に

(ii）の方法（SlVA→MPS）によって相互比較を可能にするようにしている。

しかし，「1975年付近表」を具体的にみると，純粋にMPS方式しか採用していない国は，
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チェコスロバキアとユーゴスラビアの２国のみである。＜中央計画経済＞に属するハンガリー

とポーランドについては，＜市場経済＞と同様の非物的サービス表示法はとられていないも

のの，産業連関表第１象限，第３象限に非物的サービス部門を明瞭に位置づけることが試み

られている。これには，ハンガリーについてはECE標準方式に類似の形の（より非物的サー
●●●

ビス部門を詳細にした）産業連関表（ソーステーブノレ）が1976年を含めて他の年次について

も作成されていることを付言しておくと，事情がよりはっきりとするであろう。また，ボー
●●

ランドについては，1977年表に限り，ソーステーブルがSlVA方式でも作成されたことが同

国のＥＣＥ標準表にも反映されているといえよう。

以上の４ケ国（チェコスロバキア，ハンガリー，ポーランド，ユーゴスラビア）を除く，１４

ケ国の標準表はいずれも完全にＳＮＡ方式で記述されている。

標準表には，参加各国の作成状況に応じて，CzctMtyベースに対応する商品×商品表と

ｅｓｔａＭｓｈｍｅ７ｚｔベースに対応する産業×産業表という２種類の産業連関表一この場合は

投入産出表というほうが適切かも知れないが，わが国でも商品×産業表を産業関連表と呼ん

でいることなどを考慮して本調査ではどれも産業関連表としている－が併存している。

「1975年付近標準表」についてみると商品×商品表と明記されているのは，OECD主要国

（日本，西ドイツ，イギリス，フランス，イタリア）とスウェーデンとを合わせた６ケ国に

すぎない。その他は，産業×産業表である。しかし，commodity-estaMshme"taC1jus伽e"ｔ

の深さについてECE報告書は十分に記述していないし，この深さについての判断規準も一

般に不明瞭だという点や断片的記述，さらに集計度を考慮すると，産業×産業表といっても

actiUjtyベースに近いとみなすべきであろう。またノルウェ_のように，商品×産業表と

産業×商品表とから，商品×商品表ではなく，産業×産業表を標準表として作成している国

もある。

２．２内生部門：中間財取引〔第１象限〕

（商品／産業分類；評価方式；ＳＮＡ／ＭＰＳ調整etc.）

商品／産業分類

標準表の第１象限の部門構成は，MPSとSIVＡとの調整のために，次の３つの族から成

立している。

族１国際標準BIC準拠26産業グループ（セクターＮＯ１～22,24～27）
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」
産業グループ：ＳｊＶＡ，Ｍ掴Ｓ諸国共通

サービスセクター：ＳＭ１諸国専用

族２ MES諸国用セクター

|菫奎:鰐竺響vjl戸鰄:vA重視…諸国用；
ＳＭ１／ＭＢＳ調整項目

族３ その他

２９分類不明・統計的調整

３０純商品税

'二:W部門総計u~…沁肌ﾍﾟ-mM…比較＆
族１の26産業クループ分類がISIC分類に対応しており，このうち16部門が工業に属.す

る。この26部門に族２の１１〃Ｓ諸国用の２つの部門を付加した28個の産業グループがＥＣＥ

標準表の書式上の主要内生部門ということになる。その詳細は表３に示されているとおりで

ある。この28産業グループというのは，ＳｌＶＡとMPSとを包含する書式上の主要内生部門

数であり，実際の各国標準表の最大主要内生部門数は

ＳＮＡ諸国の主要内生部門数≦2６（Nql～２２；Nq24～27）

ＭＰＳ諸国の主要内生部門数≦2４（Ｎｑｌ～２３；No28）

である。ＥＣＥ産業分類の依拠する国際標準分類を参考のために表４として掲げておく。

族３の「29分類不明・統計的調整」の内容の各国毎の詳細については後述するが，この項

目の設定それ自体については特に問題はない。

族３の「30純商税」については，ここではこの項目の設定がECE標準表の１つの特色と

なっていると同時に，各国の標準表を具体的にみたり，利用する際に特に注意しなければな

らない項目となっている，というにとどめる。

族３の「31物的部門総計（１～23,29～30）」は，Ｍ呪SベースでSAM諸国とＭ汎S諸

国とを比較するために設けられた,ＥＣＥ標準表のＳＮＡ／」ＷＳ調整セクターの１つであ
●●●●●

る。ＭＰＳ諸国はもちろんのこと，ＳＮＡ諸国についても，物的部門総計（標準的には分類

不明・統計i的調整，純商品税を含む）が各部門毎に計上されるようになっている。しかし，こ
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の場合でもつぎのような差異がく物的部門＞の補捉仕様にあることに，ECE事務局は注意

を喚起している。すなわち，

SMA諸国のく物的部門＞：＝商業サービス‘レクレーションサービスの

「物的」要素を除外

Ｍ囚S諸国のく物的部門＞：＝上記要素を含む

族３の「32総計」も各国毎に内容に立ち入って調べるとやっかいな項目の１つである。標

準的には，SIVA諸国およびZMFS諸国のうちS/VA重視の国（「28その他サービス：非物

的部門」の行と列に数字を記入しているＭＥＳ諸国）にとっての'中間投入額（投入＝縦列合

計）と中間財販売額（産出＝横行合計）を示し，行，列共に

SIVA諸国：「32総計」：＝〔(1)＋…＋（22)〕＋〔(24）＋…＋（27)〕

＋〔(29）＋（30)〕＝〔(34)〕＋〔(24）＋…＋（27)〕

SIVA重視Ｍ函S諸国：「32総計」：＝〔(1)＋…＋（23)〕＋〔(28)〕＋〔(29）＋（30)〕

＝〔(31)〕＋〔(28)〕

によって定義される。

投入（列）については「31総計」は標準的な場合

「31総計〔購入者価格〕」；

産出（行）については

「31総計〔基本価格〕（グランドトータル〔購入者価格〕)」とされている。

輸入の取扱い

産業連関表を作成するときの輸入の取扱い方式には大別してつぎの３のタイプがある。

(i)競争輸入型：投入・販売の交錯する各取引要素について，国産品取引（Ｄ）と輸入品

取引（Ｄとを区別せず，両者とも同等の取扱いをする。したがって，

各部門の販路構成を示す行部門の各マス目には国産品取引と輸入品取

引との合計額（Ｔ）が記入されることになる。

(ii）非競争輸入型：国産品取引（、）と輸入品取引（１）とを区別して処理する方式であ

り，これにはさらに２方式が分かれる

（α）完全非競争輸入型

各部門毎に国産品と輸入品とを区別し,それぞれ別の行部門として2系
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列の取引基本表，すなわち国産品取引マトリックスと輸入品取引マト

リックスとを作成する。

（６）簡略非競争輸入型

取引基本表は国産品取引マトリックスとし，各行部門のマス目には国

産品取引（Ｄ）のみを計上し，それとは別に輸入取引を１行にまとめ

て輸入行（輸入ベクトル）として追加表示する方式である。

(iii）混合型：特定の財についてのみ，輸入品を行部門として特褐し，その他の財について

は，各行部門のマス目には国産品と輸入品の合計額（Ｔ）を計上する。

論理的には，完全非競争輸入型の２系列の取引マトリックスが作成されていれば，これら

から他のすべてのタイプの産業連関表を導出することが可能である。

多分，この点を考慮してのことであろうが，ECE標準表では各行部門の各マス目には，

国産品取引と輸入品取引ならびにそれらの合計額を同時に

部門

Ｔ国産品と輸入品の合計額

、国産品取引額

Ｉ輸入品取引額

部門

というように表示するのが標準とされている（Ｔ：＝、＋，。

「1975年付近標準表」でこの表示形式を採用していないのは，以下の４ケ国のみである。

カナダ，フランス：合計額（刀のみ記入

ハンガリー，ポーランド：国産品取引額（、）のみ記入

したがって，カナダとフランスについては，競争輸入型の産業連関表しか作成できないこと

になる。また，ハンガリーとポーランドについては，簡略非競争輸入型の産業連関表のみ

が利用可能だといえる。

２．３最終需要部門〔第２象限〕

産業連関表において第１象限の右横に位置する，最終需要部門すなわち第２象限の部門構

成は次のとおりである。
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最終消費鰯
在庫増加臓蒐Ⅳ
粗固定資本形成|鰡鷺Ⅳ

ECE報告書が，ＳAIA／MES調整項目として特に注意を喚起しているのは，「33最終

消費総計」および「43物的部門最終需要十非物的サービス投入」である。ECE報告書には，

前者について

鵬終消費総計ﾄﾄﾞW::jWi第＃W::差j潟
という内容上の相違があることが記されているだけであるが，これについてもより詳しい説

需要十非物的サービス投入」の計算方式を記すとつぎのようになる。

＜ＳＮＡ重視のＭＰＳ諸国＞

２８その他サービス：非物的部門

十42最終需要計〔(33)＋…＋(40)〕

＜ＳＮＡ諸国＞

:}霞NA用ｻｰｰ部”

＜MESのみのＭＢＳ諸国＞

３３最終消費総計

小他鰹最終需要部”43物的最終需要十非物的

部門投入

＋42最終需要計〔(34)＋…＋(41)〕

43物的最終需要十非物的

部門投入

43物的最終需要十非物的

部門投入
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なお，内生行部門と最終需要列部門の交錯する各マス目の記入方式は第１象限のそれに照

応している（例外はトルコのみである)。

第２象限の横にはさらに中間需要と最終需要のトータルを示す２つの列と純商品税の列が

設けられている。

４４総利用〔基本価格〕（グランドトータル〔市場価格〕）

４５純商品税計

４６総利用〔市場価格〕

これらのコントロールトータルについてECE報告書は特に解説していないが，最低限次

のことには注意すべきである。

列番号（Ｔ，、，Ｉの別） 内容

総供給（TotaJStJppJy）〔基本価格〕

粗国内生産額（GrossDomesticOutput）〔基本価格〕

（44,）：＝（44T）－（44,

４４Ｔ

＊４４，

*４６Ｔ

４６，

総供給〔市場価格〕

粗国内生産額〔市場価格〕

（46,）：＝（46T）－（46,

ECE標準表からは，各行部門のマス目にＴ，Ｄ，Ｉが計上されている場合は，このよう

にTbtaZSt4ppJy方式とG7ossDomesticOzLtput方式の２方式による産業連関表が

えられる。産業連関分析の基本方程式Ｘ＝ＡＸ＋ＦのＸに対応するのは，どのよう
●●●

な輸入仮設をとろうと，通常はアステリスクを付した粗国内生産額（ＧＤＯ）であることに

注意したい（国産ベース産業連関表）。総供給（ＴＳ）をＸとする場合，産業連関表は総供

給ベースとなるが，これを用いた産業連関分析もマクロの需給分析と整合的に分析を行なえ

るなど利用価値は高い。ＥＣＥ標準表はこれら２系統の産業連関分析を行なうためのデータ

ベースを提供している。

行部門のマス目に国産品取引（、）しか記入していない，ハンガリーとポーランドの場合

は，それぞれ44列と46列によって粗国内生産額がえられる。

行部門のマス目に国産品と輸入品の合計額しか計上していないフランスとカナダの場合に

ついては処理の仕方は相互に異なる。

カナダの場合：

４１列の「41Ｔ分類不明・統計的調整」列に，控除項目として輸入（マイナス値）を計上

しているため例外的に

－９－



４４Ｔ粗国内生産額〔基本価格〕

となっている。

フランスの場合：

列部門のトータルとしては

４６Ｔ総供給〔市場価格〕

しか与えられていない。したがって，列部門で粗国内生産額（ＧＤＯ）を算出するには，

標準表の45行「45輸入〔CIF〕＋対輸入純商品税」を転置して，４６列からそれを控除す

るしかないであろう。

２．４付加価値部門〔第３象限〕

第１象限の下方に位置する付加価値部門の構成は次のとおりである。

３３資本消費〔減価償却〕

３４純間接税一純商品税

３５被用者補償〔雇用者所得〕・社会保障支払

３６その他の所得

３７分類不明・統計的調整

３８粗付加価値〔基本価格〕（33～37）

３９物的部門粗付加価値十非物的サービス投入〔市場価格〕

ＳＮＡ／ＭＰＳの調整項目は「39物的部門粗付加価値十非物的サービス投入〔市場価格〕」で

ある。ＭＰＳ諸国で，この行に，調整にとって有意味な数字を記入することのできるのは，

ＳＮＡ重視のＭＰＳ諸国に限られる。この行の計算方式を示すとつぎのようになる。

＜ＳＮＡ諸国＞ くＳＮＡ重視のＭＰＳ諸国＞

２８その他サービス：非物的部門

十３８粗付加価値;） ＳＮＡ用サービス部門

３９粗付加価値十非物的

サービス投入額

十３８粗付加価値

３９粗付加価値十非物的

サービス投入額

国連の推奨する標準方式は以上のとおりであるが，実際の個々の標準表に立ち入って調べ
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るとＳｊＶＡ諸国についても若干のバリアントがあり，８A/Ａ重視ＭＰＳ諸国でもハンガリ－

のように標準方式どおりに計算して数字を計上している国もあれば，ボーランドのように計

算可能ではあるが数字を計上していない国もある。Ｍ函S諸国のうちのＭ田Sオンリーのチェ

コユーゴが39行に数字を計上しているが，これは「非物的サービス投入」を含まない数字

であり，ＳＭＩ／ＭＰＳ調整には無用である（なぜこのような記入方式をチェコとユーゴが

とったのかというと，３８行が〔基本価格〕となっているため，３９行の〔市場価格〕の方に記

入する方を選んだのであろう，と推測される)。

付加価値部門の下方にはさらに役人総額を表す一連の行が設けられているすなわち

４０粗産出〔基本価格〕（３２，３８）

４１純商品税：対国内産出

４２粗産出〔市場価格〕（４０，４１，又は３１，３９）

４３輸入〔CIF〕

４４純商品税：対輸入

４５輸入〔CLF〕＋対輸入純商品税

４６総支出〔基本価格〕（４０，４３）

４７総支出〔市場価格〕（４２，４５）

これらのトータル行についても，ECE報告書は特にふれていないが，若干の注釈が必要

であろう。施すべき注釈は以下の表に要約されている。

内容行番号

粗国内生産額〔基本価格〕

（40）：＝（32T）＋（38）

総供給〔基本価格〕

（46）：＝（40）＋（43）

4０

(31乃十（39）

4６

⑰m制:鰯■市場価格採胴
4２

総供給〔市場価格〕

（47）：＝（42）＋（45）

4７
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したがって，先の行和を示す列部門の要素と上記の列和を示す行部門の要素との間に以下

のような１恒等式が成立している。

粗国内生産額

（列和）（行和）

４０行三４４，列〔基本価格〕

４２行三４６，列〔市場価格〕

総供給額

(列和）（行和）

４６行三４４ＴＩＩ〔基本価格〕

４７行=４６ＴＩＩ〔市場価格〕

２．５評価方法

国内生産

ECE標準産業連関表は，通常の産業連関表と同様，価値表示である。この場合，まず問

題になるのは，産業連関表に計上される取引金額の評価方法，すなわち測定単位となる価格

がどのような価格か，ということである。

一般に，産業連関表における価格評価方法には次の４つのタイプがある。

（ｉ）購入者価格（pUrchaser，ＵａＪｕｅｓ）：＝要素費用十純間接税十運輸・商業マージン

（ij）生産者価格（producers，ｕａｍｅｓ)：＝購入者価格一運輸・商業マージン

（iii）基本価格（basicMues）：＝生産者価格一純商品税

（iv）要素費用＝要素価格（/nctorUaJues）

これら４つの評価価格の相違を視覚的に明らかにしたのが，図１である。

実際の取引認識に最も近いのは，「購入者価格（purcﾉtase7s，Ｕａｈｅｓ)」であり，各列部門

のコスト構造の実際を知るのに便利である。その他の評価価格は，産業連関分析を行なう立
●●

場から支持しうる方式だといえよう。産業連関分析では，価値表示表が物量的技術関係をで

きるだけ反映していることや投入係数の安定性が重要な前提条件となるからである。そこで，

まず不安定要因である運輸・商業マージンを購入者価格から除去した「生産者価格（producers，

Mues)」が考案され，この生産者価格評価方式はわが国をはじめとして多くの国の産業連

関基本表の評価方式として定着している。（生産者価格表示産業連関表が作成されていると
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いうことは，購入者価格表も作成されていることを含意する)。

国連の新SM4の立場に立つ，ECE事務局の推奨する標準的評価方法は，分析的観点か

らみた生産者価格評価の１つの難点を除去することを目的とした｢基本価格(ｂａｓｉｃＵａｍｅｓ)」

である。基本価格は，生産者価格から「純商品税」を控除することによってえられる。純商

品税（commodjtytCmces,net）というのは，純間接税（間接税マイナス補助金）のうち，購

入者グループ（例えば，企業や家計）毎に異なる商品税賦課（補助金賦与）方式をとる部分

のことである。購入者グループ毎に商品税率が異なれば，商品税額を含む生産者価格では取

引物量を正確に反映しえない，などの問題点を回避しうる，というのが国連による基本価格

推奨の主な理由である。

新SM4では，この基本価格はさらに

基本価格Ef::iii''二WillWW1Wi11二鵯鱒TMfinlliWlrf1i
に分けられる。今のところ，実際に統計データによってその値を確定しうるのは直接的な純

商品税のみであるから，「真の基本価格」は理論的構想にとどまっている。したがって，本

稿で基本価格というのはすべて「近似的基本価格」のことである。（ＥＣＥ報告書では用語

の正確`性を期して，常にαpp7ojcimate6asicUaZuesという用語を用いているが,本稿では

この訳語を「基本価格」としている）。

しかし，1975年付近ECE標準表は，基本価格表示に統一されておらず，表２で示されて

いるように上記の評価方法がすべて登場している。すなわち，国別の評価方法は次のように

なっている。

購入者価格フランス

生産者価格 日本，西ドイツ，イタリア

ポーランド，チェコスロバキア，ユーゴスラビア

オーストリア，ポルトガル,スペイン，トルコ（以上10ケ国）

イギリス

ハンガリー

カナダ，デンマーク，ノルウェー，スウェーデン（以上６ケ国）

基本価格

要素価格 オランダ

御覧のように，多数派を占めるのは基本価格ではなく，生産者価格の方である。日本の場
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合，基本価格表示の理論的合理性を承認しつつも，現在最新の基本表である昭和55年（1980年）

産業連関表（1984年２月公表）に至るまで基本価格の取扱いの検討は行なわれていない（昭

和45年表作成の際に，「商品税免税マトリックス」の作成が検討されたが，地方の純商品税
７）

データの不備のため，国税分のみの試算|と終ったという経緯があるといわれる)。

輸入

輸入価額の評価方法も産業連関表にとって重要な要素である。普通貿易の輸入は，国内生

産にどのような評価方式をとろうと，ＣＩＦ（cost，〃､surα,､Ｃｅα,zdFreight）価格で

通常評価される。CIF価格の定義は次のとおりである。

ＣＩＦ価格：＝商品の海外での船積み地における引渡し価格（cost）

＋本国までの運賃（かeight）

＋保険料（、surα"Ce）

ECE標準表では，CIF価格を厳密に捉え，それとejc-customs（税関渡し）価格とを区

別している。ejc-costoms価格は以下のように定義される。

ejc-customs価格：＝CLF価格十対輸入純商品税

（対輸入純商品税：＝関税十その他の公課一対輸入補助金）

「１９７５年付近標準表」では，日本，西ドイツ，イタリア，ユーゴスラビアがこのejc-

customs価格で輸入品を評価していることが明記されている。その他の国の標準表の輸入は，

すべてCIF価格で評価されているようである。

しかし，ejc-customs価格も通常CLF価格評価と呼ばれるため，すべての参加国がejc-

customs価格とCIF価格とを厳密に区別してECE事務局に通知したかどうかという疑問

は残る。とりわけ，生産者価格を基本的評価方式に採用していて，輸入をCIF価格として

いる場合には検討を要する。こうした国のうち，オーストリア，スペインについては，４３行

「43輸入〔CIF〕」の記入の仕方からみて，ECEの意味するCIF価格を採用している

とみて良いであろう。一方，チェコスロバキアとポルトガルについては“標準表からみる限

り，ejc-customs価格とみた方が論理斉合的だと思われる。両国ともに45行の「45輸入

〔αＦ〕＋対輸入純商品税」ベクトルと46列の輸入総計（「461」）ベクトルが合致するか

らである（両国共，純商品税関係の30行と45列，ならびに「43輸入〔CIF〕」はすべて

ｅｍｐｔｙである)。残る１国であるポーランドについては標準表のみから判断することはで

きない。
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２．６純間接税・純商品税・付加価値税

産業連関表の個々のマス目に記入される投入一産出数字の基本的評価方法として，基本価

格とＣＩＦ価格とを推奨するECE標準表にとって，純間接税（間接税一補助金）したがっ

てまた純商品税および付加価値税（ＶＡＴ；VMLeAddedmczjces）の取扱いは非常に重

要である。従来の産業連関表と比較して，この純間接税の部分が大きくクローズアップされ

る点にECE標準産業連関表一新S/VA準拠の産業連関表の１つ－の１つの特色がある。

必ずしも国連の新SAIAの提唱する表章形式に各国がしたがっていないことは，すでにのべ

たが，今後の産業連関表の在り方の方向性を知る上でも，ECEの勧める純間接税に関する

取扱いを知っておくことは意義があるといえよう。

純間接税
~

すでに図１に示したように，純間接税は次のように区分される。

|:悪:■純商品税，｢純間接税」

ECE標準表において，この区分は次のように行なわれた（図２の網かけ部分が標準表に

おける純間接税等の計上部分である)。

産出フロー（内生行部門：→）

国内生産および輸入に対する純商品税は，第２象限の総計項目の１である45列「45純

商品税計」に部門別に記入し，第１象限には計上されていない。

投入フロー（列部門：↓）

国産品と輸入品との中間投入に関する純商品税は，部門別に第１象限の30行「30純商

品税」に計上されており，「純間接税一純商品税」は，第３象限の34行「34純間接税一

純商品税」に部門別に計上されている。

最終需要

国産品と輸入品との最終利用に対する純商品税は，最終需要の各項目別に第２象限に

計上されている。
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表２で示されているように，以上の書式どおりに実際の標準表を作成しているのは，イギ

リス，ノルウェーの２国であり，ほぼ書式どおりなのがスウェーデンとオランダの標準表だ

といえよう。

評価方式として，生産者価格とejc-customs価格とを採用している国の標準表では，部門

別の純間接税総計は第３象限に生産者価格表示付加価値の一部として計上され，第１，第２

象限には計上されていない。

付加価値税（ＶＡＴ）の処理

ECE事務局は，VATを賦課している諸国に対して，ＶＡＴの純処理（Ｍtre〔ztment）

を使用するように要請した。ＶＡＴの純処理というのは，生産者によって送り状をつけら

れたＶＡＴは生産体系の外部に置かれ，控除不能なＶＡＴのみが中間財需要と最終需要のフ

ローに含まれること，そして需給バランスは，新しい供給項目，すなわち，生産に賦課され

るＶＡＴという項目を設けることによってえられる，ということを意味する。

ECE標準表におけるVATの純処理を各象限ごとにみると次のようになる。

第１象限：中間財取引に賦課される控除可能VATは含まないで計上されるが，中間消費

に賦課される控除不可能な「30純商品税」行にVATを含む。

第２象限：最終消費に賦課されるＶＡＴと資本財に賦課される控除不能ＶＡＴとが，「３０

純商品税」行に計上される。

第３象限：生産に賦課されるVATを含まない。

以上のように，ＶＡＴ（除，中間投入に賦課される控除不能ＶＡＴ）は，部門別の粗投入・

産出から排除されている。標準表における粗付加価値〔基本価格〕は

粗付加価値：＝粗産出一中間財投入一控除可能ＶＡＴ（対中間財投入）

〔基本価格〕〔基本価格〕〔購入者価格〕

によって定義される。

したがって，中間財投入を除く商品税の行には，控除可能ＶＡＴおよび控除不能ＶＡＴ

（対中間財投入）以外のすべての商品税が計上されている。
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２．７投入項目と産出項目の記述内容：各国比較

以上でのべた各国標準表の諸特性を概括して各国比較を行なうには，各国標準表における

投入／付加価値項目と産出／最終需要項目との記述内容のそれぞれについて一覧表にまとめ

ておくのが便利である。これをOECD主要国と東欧社会主義国との1975年付近表について

試みたのが，表５と表６である。

投入項目の記述内容の各国比較（表５）

表５をOECD主要国（SlVA諸国）についてみると以下の諸点を容易に看取できる。

①ECE事務局の要請に忠実に応えているのは，基本価格を採用しているイギリスのみ

である。

②日本とイタリアの標準表投入項目の記述内容は同一であり，西ドイツはそれに比較し

て幾分粗いといえる。

③記述内容が最も粗雑なのがフランスである。輸入マトリックスを計上していないこと

や減価償却も独立して表示していないことなどが目立つ。

東欧社会主義国についてみると以下のことがわかる。

①ハンガリーとポーランドの記述内容は相似しており，チェコとユーゴのそれは表から

みる限りまったく同一である。

②ハンガリーとポーランドとの間の相違は，前者が基本価格，後者が生産者価格を採用

していることに起因している。「30純商品税」行の記入の有無がそれを示している

（ただし，ハンガリーの記入方式，合計のとりかたには「表５備考」で示したように

若干注意が必要である)。

ポーランドが「39物的部門粗付加価値十非物的サービス投入〔市場価格〕」項目に無

記入なのは記入漏れと判断しうる。

産出／最終需要項目の記述内容の各国比較（表６）

表６をOECD主要国（SlVA諸国）についてみると，フランスが各行部門のマス目にＴ

値しか記入していないことの他，次の諸点に気付く。

①中間財取引についての調整項目である「29分類不明・統計的調整」について各国間に

記入方式の相違が目を引く。日本とイタリアの記入方式が同一であり，イギリスは輪
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入については計上していないので、値のみが記入されているのと実質的に同じである。

西ドイツは，調整項目について無記入である。フランスが，この項目にTV直しか記入

していないのは，同国の記入方式に関する上述の特性と斉合的だといえる。

②最終需要項目の記述内要については，日本，西独，イギリス，フランスは，粗固定資

本形成関連項目を除いて共通している。このうち日本のみが粗固定資本形成において，

「一般政府」と「その他」とを区別して記入しており，西ドイツ，イギリス，イタリ

アは，この区別を行なっていない。フランスは，最終需要項目記述においても，在庫

増について独自の方式を採用している。

③基本価格を採用しているイギリス以外は，４４列と46列の区別は重要ではなくなるので，

日本を除いてすべて44列，４５列共に無記入である。日本は44列に「輸入ＣＩＦ｣行和を

記し，４５列に「純商品税:対輸入」を記入しているが，これはやはりルール違反の感を

まぬがれないであろう。

東欧社会主義国（MES諸国）については，投入／付加価値項目のときと同様，表６より

ただちに以下の諸点を看取できる。

①ハンガリーとポーランドが最終需要項目記述方式にいたるまで相似しており，チェコ

とユーゴとは表６からみる限りまったく同一である。

②ハンガリーとポーランドとの間の相違は，４４，４５，４６，の各列の記述にみられるがこ

れは前者が基本価格を採用していることによる。

③チェコとユーゴが共に，４２列の「最終需要計」ではなく，４３列の「物的部門最終需要

十非物的部門投入」に数字を計上しているのは，先の投入／付加価値項目における措

置と整合性を保持し，さらにＳＮＡ諸国およびＳＮＡ重視ＭＥＳ諸国の最終需要総額

とＭＰＳ諸国のそれとを比較可能にするためである。付加価値のときと違い，ＭＰＳ

体系では，非物的部門投入の１部は最終需要象限に計上されるので，この方式は合理

性を持つ。

２．８各国標準産業連関表の見取図

ECE標準産業連関表に限らず，一般に10内生部門程度を越えるサイズの産業連関表は，

通常の書物の見開きで全体を表示することは困難である。しかし，ECE表のように各国毎

に記入方式が異なる場合，各国表の全体の構図をキチンと頭に入れておくことがその種々の

応用の前提となる。したがって，ここでは，各国標準産業連関表の特徴をクローズアップす

－１８－



ために，それらの見取図を作成することにした（われわれは，実際には，各国表を大版の１

枚の表としたものとこの見取図との両者，さらに汎用コンピュータに独自に入力したデー

タベースを用いて様々な作業をしている。通常の産業連関表を１枚にまとめるとそれは巻物

状になるが，ＥＣＥ表の場合，Ｔ,Ｄ,Ｉ同時表記なので正方形に近くなる）。本稿では，

ＯＥＣＤ主要国および社会主義諸国の1975年付近表について見取図を示しておくことにする。
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（注）

1）ConferenceofEuropeanStatisticians，StatisticalStandardsandStudies，Ｎｑ２５：

Standardizedlnput-OutputTablesofECECountriesforYearsaroundl959,

ＵｎｉｔｅｄNations，ＮｅｗＹｏｒｋ，１９７２．

２）ConferenceofEuropeanStatisticians，StatisticalStandardsandStudies，Ｎｕ３０：

Standardizedlnput-OutputTablesofECECountriesforYeararoundl965，

ＵｎｉｔｅｄＮａｔｉｏｎｓ，ＮｅｗＹｏｒｋ，１９７７．

３）ConferenceofEuropeanStatisticians，StatisticalStandardsandStudies，Ｎｑ３３：

StandardizedInput-OutputTablesofECECountriesforYearsaroundl970,

ＵｎｉｔｅｄＮａｔｉｏｎｓ，ＮｅｗＹｏｒｋ’１９８２．

４）ConferenceofEuropeanStatisticians，StatisticalStandardsandStudies，Ｎｏ３４：

StandardizedInput-OutputTablesofECECountriesforYearsaroundl975,

ＵｎｉｔｅｄＮａｔｉｏｎｓ，ＮｅｗＹｏｒｋ，１９８２．

５）ASystemofNationalAccounts，StudiesinMethods，ＳｅｒｉｅｓＥＮｑ２，Rev、３

（UnitedNationspublication，SalesNoLE69・ＸＶＩＬ３）．

6）BasicPrinciplesoftheSystemofBalancesoftheNationalEconomy，Studies、

Methods，SeriesF，Ｎｏｌ７（UnitedNationspublication，ＳａｌｅｓＮｑＢ７１・ＸＶＩ1.10)．

7）行政管理庁他11省庁共編，「昭和55年産業連関表~－－総合解説編』全国統計協会連合会，

1984年２月。
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図１評価方法の基本的類型

(i）購入者価格

Ⅱi）生産者価格

(iii）基本価格

(Ⅳ）要素費用

（要素価格）

＜参考＞

純商品税

（純間接税一補助金）のうち，購入者グループ毎に異なる賦課方式（賦与方式）をとる部分

（一般には商品数量や価格に比例的な部分）

基本価格－１ｺf似的基本……………生産者価格~直接的純商跳三の基本価格（truebasicvalues)：＝生産者価格一直接的．間接的純商品税

貿易取引条件

CIF（cost,InsuranceandFreight）運賃保険料込み

輸入の場合：

ＣＩＦ価格：＝商品の海外での船積み地における引渡し価格（cost）

＋本国までの運賃（freight）

＋保険料（insurance）

ex-customs価格：＝ＣＩＦ価格十輸入税十関税

FＯＢ（FreeOnBoard）本船渡し

輸出の場合：

ＦＯＢ価格：＝船積み地での引き渡しの価格

－２１－

要素費用 純間接税（間接税一補助金）

純商品税

運輸・商業マージン

純間接税（間接税一補助金）

純商品税

要素費用 純間接税

_純商品税

要素費用



図２ＥＣＥ標準表における純間接税・純商品税の計上部分
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表１ＥＣＥ標準産業連関表の参加国と対象年次

1975年付近表1970年付近表1965年付近表1959年付近表

ｙｅａｒｓ

ａｒｏｕｎｄｌ９７５

１９７６

１９７５

×

１９７５

１９７７

１９７５

×

１９７５

１９７５

×

１９７６

×

１９７５

１９７５

１９７５

１９７５

１９７７

１９７４

１９７５

１９７５

１９７３

×

１９７５

×

１９７６

ｙｅａｒｓ

ａｒｏｕｎｄｌ９７０

ｙｅａｒｓ

ａｒｏｕｎｄｌ９６５

ｙｅａｒｓ

ｒｏｕｎｄｌ９５９

１９６４

１９６５

×

１９６５

１９６７

１９６６

１９６５

１９６５

１９６５

×

1９６５

１９６４

１９６５

１９６５

１９６５

１９６５

１９６７

１９６４

１９６６

１９６４

１９６８

１９６６１

１９６８

１９６３

１９６４

１９６５

×

１９６５

１９６７

１９６６

１９６５

１９６５

１９６５

×

1９６５

１９６４

１９６５

１９６５

１９６５

１９６５

１９６７

１９６４

１９６６

１９６４

１９６８

１９６６１

１９６８

１９６３

×

１９７０

×

１９７１

１９７３

１９７０

１９７０

１９７０

１９７０

１９７０

×

1９６９

１９７０

１９７０

１９７０

１９７０

×

１９７０

×

１９６９

１９６８

×

１９７０

×

１９７０

オーストリアAustria

ベルギーBelgium

ブルガリアBulgaria

カナダＣａｎａｄａ

チェコスロバキアＣｚｅｃｈｏｓｌｏｖａｋｉａ

デンマークＤｅｎｍａｒｋ

フィンランドFinland

フランス France

西ドイツ Germany，Ｆ､Ｒ・

ギリシャ Ｇｒｅｅｃｅ

ハンガリーHungary

アイルランドIreland

イタリア Italy

曰本Japan

オランダNetherlands

ノルウェー Ｎｏｒｗａｙ

ポーランドＰｏｌａｎｄ

ポルトガル Portugal

スペイン Ｓｐａｉｎ

スウェーデンＳｗｅｄｅｎ

トルコ Ｔｕｒｋｅｙ

ソ連ＵＳＳＲ

イギリス UnitedKingdom

アメリカUnitedStates

ユーコヌラビアYugoslavia

１９６１

１９５９

１９６３

×

１９６２

×

×

１９５９

１９５９

１９５８

１９５９

×

１９５９

１９６０

１９５９

１９５９

１９６２

１９５９

１９６２

×

１９６３

×

１９６３

１９５８

1９６６1９６６1９６２

(出所）各年ＥＣＥ報告書より作成。

備考１.第１象限のみを表示。
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表２１９７５年付近ＥＣＥ標

玉’二

。【

）Ｐ

Ｊｏｌａｎｃ

｣ＯＴｔＵＥ

【】卜

【ｌｌｌＩＬＪ【】【

】Ｈ１制

(出所）

備考

ＢＣＥ報告書より作成。

「Ｔ,Ｄ，Ｉ」：Total，Domestic，lmportを記入。

「Ｔ」：Totalのみ記入，「Ｄ」：Domesticのみ記入，

「〔ex-customs〕」は著者の調査の結果を示す。

「Ｉ」：Ｉｍｐｏｒｔのみ記入。

－２４－

国名

Austria

Canada

Ｃｚｅｃｈｏｓｌｏｖａｋｉａ

Ｄｅｎｍａｒｋ

France

Ｇｅｒｍａｎｙ，

Hungary

Ital

』

ｙ

ａｐａ、

ＥＲ．

Netherlands

Ｎｏｒｗａｙ

Poland

Ｐｏｒｔuｇ

Ｓｐａｉｎ

aｌ

Ｓｗｅｄｅｎ

Ｔｕｒｋｅｙ

UnitedKingdom

Yugoslavia

年次 類型

第１象限

Ｔ,Ｄ，Ｉ 純商品税

第２象限

Ｔ,Ｄ，Ｉ
純商品税

計

1９７６

１９７５

１９７７

1９７５

１９７５

1９７５

1９７６

1９７５

１９７５

１９７５

１９７５

１９７７

1９７４

1９７５

１９７５

１９７３

１９７５

１９７６

ＳＮＡ；産業×産業

ＳＮＡ；産業×産業

ＭＰＳ；産業×産業

ＳＮＡ；産業×産業

ＳＮＡ；商品×商品

ＳＮＡ；商品×商品

準ＳＮＡ／ＭＰＳ
●

，

産業×産業

ＳＮＡ；商品×商品

ＳＮＡ；商品×商品

ＳＮＡ；産業×産業

ＳＮＡ；産業×産業

準ＳＮＡ／ＭＰＳ
●

，

産業×産業

ＳＮＡ；産業×産業

ＳＮＡ；産業×産業

ＳＮＡ；商品×商品

ＳＮＡ；産業×産業

ＳＮＡ；商品×商品

ＭＰＳ；産業×産業

Ｉ
Ｉ

Ｉ
Ｉ

Ｉ
Ｉ
Ｉ
１

１
１
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

９
，

，
，

，
７
，
９

，
，
，
？
ｙ
９

Ｄ
Ｔ
Ｄ

Ｄ
Ｔ

Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ

Ｄ
Ｄ

Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ

９
ｙ

ｙ
９
９
，

，
，
，
，
ｊ
ｙ

Ｔ
Ｔ

Ｔ
Ｔ

Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ

Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ

Ｄ
Ｉ

Ｉ
Ｉ

ｙ
９

９
ｙ

Ｉ
Ｔ
×

，
×

×
Ｔ
×
×
Ｄ
Ｄ

×
×

Ｉ
Ｔ
×
Ｄ
×

，
９

９

Ｔ
Ｔ

Ｔ

ｌ
Ｉ

Ｉ
Ｉ

Ｉ
Ｉ
Ｉ
１

１
１
Ｉ

Ｉ
１

，
，

，
，

９
，
，
９

，
，
，

，
ｙ

Ｄ
Ｔ
Ｄ

Ｄ
Ｔ

Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ

Ｄ
Ｄ

Ｄ
Ｄ
Ｔ
Ｄ
Ｄ

，
９

，
９

９
，
？
？

？
，
，

，
‘

Ｔ
Ｔ

Ｔ
Ｔ

Ｔ
Ｔ
Ｔ
Ｔ

Ｔ
Ｔ
Ｔ

Ｔ
Ｔ

Ｄ
Ｉ

Ｉ
Ｉ

，
９

９
９

×
×
×

×
×

×
×
×
Ｉ
Ｄ
Ｄ

×
×

，
Ｔ
×
Ｄ

，
９

９

Ｔ
Ｔ

Ｔ



準産業連関表の諸特性

第３象限 輸入取扱い 評価方法 ＶＡＴ

純間接税

(除純商品税）
輸入国内生産

ＶＡＴ（純）

×

×

競争／非競争／混合

競争１

競争／非競争／混合

饗!〃“

×
×
×

ＶＡＴ（純）

VＡＴ（純）

競争／非競争／混合

競争

○
○

ＶＡＴ（粗）競争／非競争／混合 生産者価格○ ｅｘ－ｃｕｓｔｏｍｓ

（税関渡し価格）

非競争（簡略型）

競争／非競争／混合

競争／非競争／混合

競争／非競争／混合

競争／非競争／混合

基本価格

生産者価格

生産者価格

要素価格

基本価格

ＣＩＦ

ｅｘ－ｃｕｓｔｏｍｓ

ｅｘ－ｃｕｓｔｏｍｓ

ＣＩＦ

ＯＩＦ

×

VＡＴ（純）

×

ＶＡＴ純）

ＶＡＴ純）

×

○
○
×
○

非競争（簡略型）

競争／非競争／混合

生産者価格

生産者価格

ＯＩＦ

×
×

×
○

ＣＩＦ

〔ex-customs〕

ＯＩＦ

ＣＩＦ

ＣＩＦ

ＣＩＦ

ｅｘ－ｃｕｓｔｏｍｓ

競争／非競争／混合

競争／非競争／混合

競争／非競争／混合

競争／非競争／混合

競争／非競争／混合

○
○
×
○
×

生産者価格

基本価格

生産者価格

基本価格

牛産者価格

×

VＡＴ（純）

×

VAT（純）

×

1．「分類不明・統計的調整」行部門に非競争輸入が含まれるため，実際には「混合」である。
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表３ＥＣＥ産業グループ分類表

ISIＣｌ

分類番号

１

２１

２２

２３

ＥＣＥ

部門番号

１

２

！
５

６

７

ＥＣＥ産業グノレーフ･名

農業・狩猟業・林業・漁業AgTiculture,hunting,forestryandfishing

石炭Coalmining

原油・天然ガスCrudepetroleumandnaturalgas

金属鉱業Metaloremining

その他の鉱業Othermining

食料・飲料・煙草製造業Manufactureoffoodbeveragesandtobacco

織物・衣類・皮革工業Textile，wearingapparelandleather

industｒｉｅｓ

木材・木製品製造業Manufactureofwoodandwoodproducts

紙・紙製品製造業・印刷・出版業Manufactureofpaperandpaperproducts，

printingandpublishing

化学工業製品Manufactureofchemicalsandchemical，

石油・石炭・ゴム・プラスチィクpetroleum，coal，rubberandplastic

製品製造業（除，石油精製業）products，exceptpetroleumrefineries

石油精製業Petroleumrefineries

非金属鉱物製品製造業Manufactureofnon-metallicmineral

（除，石油・石炭製品）products，exceptproductsofpetroleum

andｃｏａｌ

第１次金属工業Basicmetalindustries

金属製品・機械設備製造業Manufactureoffabricatedmetalproducts，

machineryandequipment

その他の製造業Othermanufacturngindustries

電気・ガス・スチームElectricity，ｇａｓａｎｄｓｔｅａｍ

水道業・水道供給業Waterworksandsupply

建設Construction

商業Distribution

レストラン・ホテルRestaurantsandhotels

運輸・倉庫業Transportandstorage

通信Communication

９
１
２
３
４

２
３
３
３
３

８
９

３５

(除３５３）

1０

３
６
妬
３１１

１２

3７

３８

３
４

１
１

３９

４１

４２

５０

６１，６２

６３

７１

７２

５
６
７
８
９
０
１
２

１
１
１
１
１
２
２
２

８と９の１部

８

９２～9５

９１～9４

９２～9５

その他の物的部門 Otherbranchesofmaterialsphere

閲
一
別
妬
妬
”

金融・保険・不動産・

事業サービス

共同体・社会・個人サービス業

：産業

共同体・社会・個人サービス業

：政府

､共同体・社会・個人サービス業

：その他の生産者

Financing，insurance,realestateand

businessservices

community，socialandpersonalservices1
Industries

Community，socialandpersonalservices：

Covernment

Community，socialandpersonalservices：

Otherproducers

８と９の１部２８１その他のサービス：非物的部門Otherservices，non-materialsphere

出所８tα'2.α｢dizedInput-QLtputma6les。／ＥＣＥＣｏ凹几t冠２s／b「】/ｂａｒｓ”oulEd1975,Ａ'znerI

StmdCrdZzedI刀p“‐OZ4tpztmcz6Jesq／ＥＣＥＣｂｍｔ減esノｂｒＹｂａｒｓａｒｏＺｍｄｌ９７０，AJL几ｅｘノ

備考
１１〃remα′jo〃α／Ｓｍ７Ｔｄａ冠、｡…がＣ/ａｓ腕cαｵﾉo〃ｏ／Ａノノ

Ebo〃o加ｊｃＡｃ/j"jrigs，Srmjs/j“／ＲＷ７ｓ，ＳｅｒｉｅｓＭ，NO4，Ｒｅｖ・２，
ＵｎｉｔｅｄNations

－２６－



表４国際標準産業分類（ＩＳＩＣ）

小分類

大分類１農業，狩猟業，林業および漁業

農業および狩猟業

農業生産および畜産業

農業的サービス業

狩猟業，わな猟業および猟鳥増殖業

1１

１
２
３

１
１
１

１
１
１

林業および伐採業

林業

伐採業

漁業

1２

1２１

１２２

１３０1３

大分類２鉱業および採石業

石炭鉱業

原油および天然ガス生産業

金属鉱業

その他の鉱業

１
２
３
９

２
２
２
２

210

220

230

290

大分類3．製造業

食料，飲料およびたばこ製造業3１

３１１

～３１２

３１３

３１４

食料品製造業

飲料製造業

たばこ製造業

織物，衣類および皮革工業

繊維工業

衣類製造業（はき物を除く。）

皮および皮製品，皮代替品お

衣類を除く。）

3２

3２１

３２２

３２３ (はき物および皮代替品および毛皮製品製造業

－２７－



小分類 産業名

はき物製造業（パルカナイズドまたはモールド・ゴムまたはう゜ラスチ

ック製はき物を除く。）

木材および木製品製造業（家具を含む。）

木材および木材コルク製品製造業（家具を除く。）

家具および装備品製造業（金属が主たるものを除く。）

紙および紙製品製造業，印刷および出版業

紙および紙製品製造業

印刷，出版および同関連産業

化学工業製品，石油，石炭，ゴムおよびプラスチック製品製造業

工業製品製造業

その他化学製品製造業

石油精製業

その他の石油および石炭製品製造業

ゴム製品製造業

他に分類されないプラスチック製品製造業

非金属鉱物製品製造業（石油および石炭製品を除く。）

陶器，磁器および土器製造業

ガラスおよびガラス製品製造業

その他の非金属鉱物製品製造業

第一次金属工業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品および機械器具製造業

金属製品製造業（機械器具を除く。）

機械製造業（電気機械を除く。）

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

他に分類されない専門的，科学的計量，制御装置，写真および光学

製品製造業

その他の製造業

中分類

324

3３

３３ 3３１

３３２

3４

3４１

３４２

3５

351

352

353

354

355

356

3６

361

362

369

3７

3７１

３７２

3８

381

382

383

384

385

3９ 390

－２８－



産業名中分類｜小分類

大分類４電気鯨ガスおよび水道業

気業

給業

電気，ガスおよび蒸

水道業および水道供

4１

４２

410

420

大分類5．建設業

5００１建設業5０

大分類6．卸売業，小売業およびレストランならびにホテル

卸売業

小売業

レストランおよびホテル

レストラン，喫茶店およびその他飲食店

ホテル，下宿業，キャンプおよびその他の

6１

６２

６３

610

620

6３１

６３２ 宿泊施設

大分類7．輸送業，倉庫業および通信業

運輸業および倉庫業

陸上輸送業

水上輸送業

航空輸送業

7１

７１１

７１２

７１３

７１９ 輸送に付帯するサービス業

7２０１通信業7２

大分類８金融業，保険業，不動産業および事業サービス業

金融機関

保険業

不動産および事業サービス業

不動産業

事業サービス業（機械および器具のレンタ

機械器具のレンタルおよびリース業

810

820

8１

８２

８３

831

832

833

ルおよびリース業を除く。）

－２９－



小分類 産業名中分類

大分類９共同体，社会および個人サービス業

一般行政および防衛機関

衛生業および類似サービス業

社会および関連共同体サービ

教育

研究および科学機関

医療，歯科，その他の医療関

福祉施設

事業，職業および労働団体

その他の社会および関連共同

娯楽および文化サービス業

映画およびその他の興業サー

図書館，博物館，植物園およ

の他の文化キービス業

910

920

９１

９２

９３ ス業

9３１

９３２

９３３

９３４

９３５

９３９

連および獣医サービス

体サービス業

9４

ビス

び動物園，および他に分類されないそ

9４１

９４２

他に分類されない娯楽およびレク リェーション・サービス9４９

個人および家事サービス9５

他に分類されない修理サービス9５１

９５２

９５３

９５９

９６０

およびクリーニングおよび染色業洗たく業，洗たくサービス，

家事サービス

その他の個人サービス業

国際およびその他の在外組織9６

大分類０．分類不能の産業

(出所）Ｉ"te7"αtio"αＺＳｔα"dtzrdIndustD'CJarsi/1iQtionq/AJJEconomjc

Actiuities，StatisticaJHZpe7s，SeriesMNq24，Ｒｅｕ，２，U7zited

Mztio"８，ＮＣｕノＹｂｒｈ，１９７１

（通産大臣官房調査統計部「全経済活動についての国際標準産業分類（IＳＩＣ）」

昭50年８月）

－３０－



表５１９７５年付近ＥＣＥ標準産業連関表の各国比較:投入／付加価値 ◎：Ｔ，Ｄ，Ｉ記入

○：Ｔ，ＤＯＩのうち１つ記入

ｘ：鯨記入

ｏｌｏｍｌｌ○〔Ｄ〕１．〔Ｔ０Ｌ、『

Ｊ、

|）ｌＴＩＷＣ９ＩＨ~．Ⅱ」

｡［Ｔ,、

Ｄ－Ｚ;１

嗣川者所得・社会保属

Inc

ＣＤ
￣

回、BRI■Ｕ

ｍＨｂｊワーヒ人強

IiIm1n対I到り・犀仕

IFTIUl】

(出所）ＥＣＥ報告書より作成。

備考ｌ（32,）＝（28,）＋（30Ｔ）＋（31,）

２（40）＝（32Ｔ）＋（38）

３最終需要部門には，輸入(I排計上。

「？」は原データそれ｢１体にミスを含む部分。

(32Ｔ）＝（32,）＋（３２１）

1～２３物的部門

24～２７サービス（ＳＮＡ）

２８その他サービス：非物的ＩＭＩ門（ＭＰＳ）

２９分類不Ｉ１１．銃：l･的調整

３０純商品税

３１物的部１１１絶3１

(１－２３，２９－３０）

３２総計〔購入者価格〕

３３減IMYAlI

３４純間接税一純商品税

３５履川者所得・ネt会保障

３６その他の所得

３７分頽不lﾘ1．統計的調蒐

３８$Ⅱ付加偏値〔蕊本lilli桁〕

(33-37）

３９物的部門粗付ｌｉＩＩ砺値

＋非物的サービス投入

〔市場価格〕

４０粗産lIj〔基本価格〕（32,38）

41純商品税：対国内産出

４２籾産出〔市場価格〕

(４０，４１，又は31,39）

４３輸入〔ＣＩＦ〕

４４純商品税：対輸入

４５輸入〔CIF〕＋対輸入純商品税

４６総支出〔基本価格〕

(40,43）

４７総支出〔市場価格〕

(42.45）

日本 西独 イギリス フランス イタリア ハンガリー ポーランド チェ。 １－ゴ

ｏ
ｏ
ｘ
。
×
◎
◎

。
◎
ｘ
ｘ
ｘ
ｏ
◎

。
◎
×
◎
。
◎
◎

○〔Ｔ〕

○〔Ｔ〕

×

○〔Ｔ〕

×

○〔Ｔ〕

○〔Ｔ〕

。
◎
ｘ
◎
ｘ
◎
◎

○〔Ｄ〕
×

○〔Ｄ〕

×

○〔Ｔ〕

○〔、〕

IＤ－２３Ｄ

◎１

○〔Ｄ〕

×

○〔Ｄ〕

○〔Ｄ〕？

×

○〔I)〕？

◎３

。〔Ｔ０Ｄ,Ｉ〕

×

×

。〔Ｔ,Ｄ,I〕

×

。〔Ｔ,Ｄ，ｌ〕

×

１
Ｊ
１

－
１
Ｉ

Ｄ
Ｄ
Ｄ

０
×
×
０
×
Ｄ

Ｔ
Ｔ
Ｔ

Ｌ
Ｌ
ｆ

◎
◎
◎

×

Ｊ格
兜

価
、

○
○
○
○
○
○
場
○
ｍ

市Ⅲ
４２

○

○

○

○

○

○

〔市場価格〕

○

2４－２７，３８

？
兜

○
○
○
○
○
○
○

０

０３

０

４２

Ｊ
犯

ｘ
Ｏ
Ｏ
ｘ
ｘ
○
格
○
，

伽
、

場
一
市
別

Ⅲ

○

○

○

○

○

○

〔iIi場hHi格〕

2４－２７，３８

○
ｘ
○
○
Ｘ
Ｏ

Ｏ

祀
り

，８２

○

×

○

○

×

(）

〔ili鰯hlli桁〕

×

７３

○
ｘ
ｏ
ｏ
Ｏ
ｘ
○
’
３３ ７３

○
×
○
○
○
×
○
’
３３

×
ｘ
○

○
○
○
ｘ

○

ｘ
×
○
ｘ
ｘ
ｏ
ｘ
○

○
○
○
○
○
○
○
○

×
ｘ
○

○
○
○
×

○

ｘ
ｘ
ｏ
○
○
○
×
○

２ｏ
ｘ
ｘ

ｘ
ｘ
×
ｘ

×

×
又
○

銅
Ｄ

Ｔ２３
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ｘ
ｘ
ｘ

ｘ

ｘ
ｘ
ｏ
ｘ
ｘ
ｏ
ｘ
○

×
×
○
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表６１９７５年付近ＥＣＥ標準産業連関表の各国比較:産出／最終需要 。：Ｔ，、，Ｉ記入

○：Ｔ，ＤＯＩのうち１つないし２つ記入

×：1W(記入

Iiiiliii:iil
粗同定資本形成

け[,…|…

②
函

。

(出所）ＥＣＥ報告書より作成。

備考米：１値が無記入でＴ値とり値を記入しているから，（Ｔ）＝（Ｄ）である。

ｌハンガリー，ポーランドについては，３２行の該当列部門には〔Ｔ，Ｄ，Ｉ〕が記入されている。ただし．ポーランドは32行の最終需要部門もＤ値のみ記入。

２ハンガリーの32行45列には，〔Ｔ，Ｄ〕が記入されている。

３ハンガリーの32行46列については，「31,43」ではなく，「３１，４３，４５」が記入されている。

物､欄９１１］ サービス

(SNA）

サービス

(ＭＰＳ）

分類ｲｺﾘ１
$編Ｉ的

調雅

物的部

Pij総衞Ｉ

総計
〔基本

､M格〕
グランド

ﾄータル

〔購入者
価格〕

最終消費

総計 民間 政府

在庫増

-119政府 その(他

粗固定資本形成

-ｌｕｒｉ府 そのｌＩｈ

輸出 分類不
明

統計的
調盤

最終需要計 物的部｢'１
最終濡嬰
十

非物的部１１リ
役人

総ド'’１１１
〔ﾉﾑ本lilIi格〕
グランド

トータル

〔IIj場価桁〕

純商品
税

計

総利用

〔市場価格〕

１～2３ 24～2７ 2８ 2９ 3０ 3１ 3２ 3３ 3４ 3５ 3６ 3７ 3８ 3９ 4０ 4１ 4２ 4３ 4４ 4５ 4６

本
ッ
ス
ス
ア

イ
０
Ⅱ
，
ン
１

ド
ギ
ラ
夕

日
西
イ
ブ
ィ

◎
。
◎
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◎

。
◎
。
○
。

ｘ
×
ｘ
×
×

◎

×

○〔Ｔ〕

○
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◎
。
○
◎
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◎
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○
◎
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◎
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○
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◎
。
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。

ｘ
ｘ
×
×
○
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◎
。

×
◎

。
×
×
○
×

。
◎
。
○
。

○

〔Ｔ,Ｄ〕

○米

〔Ｔ,､〕

○米

〔Ｔ,Ｄ〕

○

○※

〔r,、〕
。

×
。
○
◎

１４

１４
４

４

。
’
。
’
◎
’

○
。
’

４
４

劉
弘

３
３

７
７
７
７
７

２
２
２
２
２

操
●

２４

Ｃ
ｌ
「

◎
別
◎
別
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輸入〔CIF〕＋対輸入純商品税 ４５

緯支出〔基本価格〕（40,43） 4６ １５DDT６コ．Ｏ

1９００２０９．０雄支出〔市岩価格〕（42,45） 4７



ポーランド標準産業連関表の見取図
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